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○山田貴子（立命館大学） 

gr0616sf@ed.ritsumei.ac.jp 

 

ははじじめめにに  

米国の経営学者チェスブロウが企業を取り巻く急速な環境変化を捉え，オープンイノベーション論を

提唱してから，約 20 年が経過した。オープンイノベーションは，大量生産・大量流通時代に成長の源

泉とされた社内 R&D を中心とする，クローズドイノベーションへのアンチテーゼとして提示された。

近年，デジタル技術の急速な発展により業界の境界が曖昧になり，オープンイノベーション論の議論の

中心は新しい価値創造を志向するエコシステムへと移行しつつある。本報告では，クローズドイノベー

ションからオープンイノベーション論，そして，エコシステム概念に至る理論的系譜を,先行研究のサー

ベイを通じて明らかにし，考察を行う。 
 

11  ククロローーズズドドイイノノベベーーシショョンンかかららオオーーププンンイイノノベベーーシショョンンへへ  

チャンドラーモデルにおけるクローズドイノベーションの終焉から，オープンイノベーションへの

萌芽までを確認する。1880 年代以降，産業の中心は，農業や商業から工業に移行し，垂直統合型企業が

クローズドイノベーションを主導した。社内 R&D 活動で技術を開発し，大量生産を実現して成長するこ

のモデルは，研究者の間で，チャンドラーモデルと呼ばれた。しかし，時代の進展とともにその効果は

減少し，デジタル技術の発展や企業間提携の増加により，垂直統合型企業の優位性は薄れていった。2003

年，チェスブロウ(2003)はクローズドイノベーションに対するアンチテーゼとしてオープンイノベーシ

ョンを提唱し，社内外の知識を結合して新しい価値を創出することを提唱した。 

この章では，1-1 で，経営史研究家の泰斗チャンドラーが見出した，垂直統合型企業が推進してきた

クローズドイノベーションとは何か，さらにチャンドラーモデルとは何かについて触れる。その後，大

量生産・大量流通時代における企業成長の源泉とされたチャンドラーモデルの終焉とオープンイノベー

ションの萌芽への経緯を辿る。その上で，1-2 では，クローズドイノベーションを中心とするチャンド

ラーモデルを対象とした研究の中で，オープンに向かう研究を概観する。 

 

11--11  チチャャンンドドララーーモモデデルルのの終終焉焉  

チャンドラーは，企業経営の歴史的分析から，近代産業企業における垂直統合型企業の存在を明ら

かにした（チャンドラー,1962;1977a;1977b;1990）。そもそも，クローズドイノベーションとは何か。チ

ャンドラー（1990）によると，20世紀中頃にかけての企業活動を牽引してきた産業技術の創出において

重要な役割を担ってきたのは，欧米の垂直統合型企業の社内 R&D を中心とした，三ツ又投資に主導され

る組織能力である。垂直統合型企業とは，専門俸給経営者がマネジメントを担い，大量生産を維持する

機能を持つ企業である。つまり，社内 R&D で開発された技術の消散リスクを低減しながら，高位のスル

ープット技術で大量生産を実現し，多角的かつグローバルに規模と範囲の経済性を発揮しながら発展す

るものとしてモデル化されてきた（徳田・立本・小川,2011）。その垂直統合型企業は，社内 R&D で開発

をし，自ら流通を担うというイノベーションを行なった。これが，クローズドイノベーションである。

研究者は，クローズドイノベーションを主体とする垂直統合型企業をチャンドラーモデルと呼んだ。 

しかし時代が進むにつれ，クローズドイノベーションの効果に減少傾向が見られるようになった（徳

田他，2011）。主な理由は，1980 年代後半以降のコンピューター産業の出現や，1990 年代以降の世界的

な IT 革命を発端とするデジタル化の進展である。その他に，垂直統合型の産業構造の終わりを告げる

ものとして，1980 年代以降に急増した企業間提携，産官学連携，コンソーシアム創設，コンピューター

産業におけるアウトソーシングの拡大，垂直非統合，水平分業，モジュール化の進展などがあげられる。

その状況を，ラングロワ（2003）は，アダム・スミスの「見えざる手」から，チャンドラー（1977a）が

示した「見える手(visible hand)」になぞらえ，「消える手（vanishing hand）」と表現した。資源配分

の調整メカニズムの変化を，農業や商業の時代の市場や価格による「見えざる手」から，大量生産・大

量流通の時代の専門俸給経営者による「見える手」へ，そして，チャンドラーモデル終焉後のモジュラ

ー化やネットワーク化による価値連鎖による「消える手」へと表現したのである。 
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11--22  チチャャンンドドララーーモモデデルルににおおけけるるオオーーププンンイイノノベベーーシショョンンのの萌萌芽芽  

2000 年代以降，クローズドイノベーションへのアンチテーゼおよびクローズドイノベーションからの

パラダイムシフトとして，オープンイノベーションやエコシステムに注目が集まった。チェスブロウ・

バンハハーベク・ウェスト（2006）によると，オープンイノベーション研究のほとんどは，企業レベル

でのオープンイノベーションの検討を行ってきたという。その理由として，イノベーションが古くから

単一の企業の意識的な活動の成果とされてきたこと，R&D の競争が複数の企業間のイノベーションの競

争と認識されていることをあげている。しかし，ますます分散化するイノベーションプロセスにおいて，

企業がイノベーションの創造やその価値を理解し，オープンイノベーションを発展させるには，それま

での企業レベルのみで,といった単一的な分析視角ではなく，複数レベルでの分析視角が必要だと示し

ている。それは，個人から国家までの 5つの分析視角である。(1)個人とグループ，(2)組織と企業，(3)

組織間バリューネットワーク，(4)産業とセクター，(5)国家体制とイノベーションシステムである 。し

かしながら，チャンドラーモデルにおいて，このような考え方が存在しなかったかというと，そうでは

ない。既存研究を見てみると，それぞれの分析視角において，オープンイノベーションやエコシステム

と明確に記されてはいないが，それに相当すると考えられるイノベーションに関する研究は，これまで

も多くなされてきた。つまり，オープンイノベーションやエコシステムの考え方自体は，特段目新しい

というわけではない。チャンドラーモデルを対象とした既存研究においても，オープンイノベーション

やエコシステムのような考え方を持つ研究は存在し，多くの研究が蓄積されていたのである。 

 

22  オオーーププンンイイノノベベーーシショョンン論論のの系系譜譜  

チェスブロウ（2003）は，社内 R&D 中心のクローズドイノベーションに対して，社内外の知識や人材

を結合して新しい価値を創出するオープンイノベーション（以下，OI 1.0）を提唱した。OI 1.0 は企業

主導による利益重視のアプローチであり，企業や組織レベルでの分析に焦点を当て，ビジネスモデルや

サービス業界にも適用するものである。欧州委員会が 2013 年に提唱したオープンイノベーション 2.0

（以下，OI 2.0）は，市民やユーザーの参加を重視し，デジタル化，マスコラボレーション（共創），持

続可能性のメガトレンドを背景として発出された，新しいイノベーションモデルである。OI 2.0 は，コ

ラボレーションと価値創造の統合を通じて，企業，学術，政府，市民が協力して新たな価値を創造し共

有するプロセスを強化する。特に，リビングラボは，市民参加型のエコシステムとして重要な役割を果

たす。本章では，オープンイノベーション論の系譜を概観する。 

 

22--11  オオーーププンンイイノノベベーーシショョンン 11..00  

1970 年代以降にみられる米国経済の大きな環境の変化を受け，チェスブロウ（2003）は，社内 R&D を

中心としたクローズドイノベーションのアンチテーゼとして，オープンイノベーションを提唱し，社内

外の優秀な人材や知識を結合させることや，産学連携の重要性を指摘した。当研究では，チェスブロウ

による企業主導で利益重視型のオープンイノベーション論を，OI 1.0 と位置付ける。OI 1.0 は前期（チ

ェスブロウ,2003,2006,2011; チェスブロウ他,2006）と後期(Chesbrough & Vahaverbeke & West, 2014; 

Chesbrough,2020)に分けることができる。前期は，企業や組織レベルといった単一の分析視角によるオ

ープンイノベーションである。当初，OI 1.0 は，企業の技術に関する研究開発に焦点が絞られていたが

（チェスブロウ,2003; チェスブロウ他,2006），その後，サプライチェーン全般に関わる対象をビジネ

スモデル全体に拡大し，アウトサイド・イン（インバウンド）型，インサイド・アウト（アウトバウン

ド）型のオープンイノベーションプロセスを提示したあと（チェスブロウ,2006），サービスに導入し，

幅広いサービス業界の企業への適応を図った（チェスブロウ,2011）。これに対して，後期は，前期同様，

企業主導による利益重視型の姿勢は示しているものの，複数レベルでの分析視角を持つオープンイノベ

ーションとなっている。Chesbrough et al.（2014）は，オープンイノベーションの定義をより実状に合

った定義にブラッシュアップした上で，オープンソーシャルイノベーションや第 3 のモデルとしてのア

ウトサイド・イン型とインサイド・アウト型を組み合わせた結合型のオープンイノベーションプロセス

の存在に言及している。 

 

22--22  オオーーププンンイイノノベベーーシショョンン 22..00  

OI 2.0 は，産官学市民連携の重層的なコラボレーションでのオープンイノベーションを目指すエコシ

ステムとして，欧州委員会が 2013 年に提唱した市民やユーザーの参加を重視する産官学市民連携のイ

ノベーションモデルである。デジタル化，マスコラボレーション（共創），持続可能性のメガトレンドを
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背景に，クローズドイノベーションから進化した OI 2.0 は，コラボレーションと価値創造の統合を通

じて，イノベーションエコシステムを形成する。これにより，企業，学術，政府，市民の 4者が協力し

て新たな価値を創造し，共有するプロセスが強化される。特に，リビングラボは市民参加型のエコシス

テムとして，イノベーションの試行とスケールアップを促進する。OI 2.0 では，市民やユーザーが積極

的にイノベーションプロセスに関与し，共創の一環として利益を共有することが重視され，社会課題の

解決と経済的利益の両立を目指す。 

 

33  オオーーププンンイイノノベベーーシショョンンかかららエエココシシスステテムムへへ  

近年，デジタル技術の急速な発展により業界の境界が曖昧になり，企業間の競争の場はこれまでの境

界が決まった業界内から，新しい価値提案（バリュープロポジション）を提供するエコシステム（生態

系）へと移りつつある（European Commission ,2013a;アドナー,2021）。エコシステム研究は，ハイテク

産業や IT 企業を主な分析対象としており，企業を取り巻く環境変化，とりわけデジタル技術の進化と

共にその概念を変化させている。また，エコシステムの概念は，論者によって様々な解釈がなされ，非

常に多義的である。エコシステムという概念を生態学からのメタファーとして経営学に持ち込んだのは，

Moore（1993）である。エコシステムの初期研究は，企業間の相互依存性と分散したオペレーションから

生まれるイノベーションとして進展したが，その後，デジタル化の進展などで，エコシステムの概念や

参加方法は，新しい価値提案起点にシフトしている。また，エコシステム概念の主な論点は新しい価値

創造や価値共有に向けた中核企業，補完的企業，ステークホルダーなどの企業間の関係性や連携の仕組

みに置かれており，個への言及が少ない。 

 

44  本本論論ののままととめめとと考考察察  

ここまでの議論を表 1 にまとめる。 

  
表 1：クローズドイノベーションとオープンイノベーションおよびエコシステムの変遷 

 
出所：筆者作成,イメージ画像とイメージの文言は，European Commission ［2013b］,p.3. 

  

本研究で明らかにされたことは，オープンイノベーション論やエコシステム概念の論点が新しい価値

創出や価値共有に向けた中核企業，補完的企業，ステークホルダーなどの企業間の関係性や連携の仕組

みに置かれており，オープンイノベーションの起動因であり，その担い手としての個や個を取り巻く環

境への言及がほとんど見られないということである。企業がオープンイノベーションにより獲得できる
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果実を理解し，より一層進展させていくには，企業間の関係性や連携の仕組みに注目するだけでなく，

オープンイノベーションの担い手としての個や個を取り巻く環境に関する研究を深化させていく必要

がある。また，エコシステムの概念がハイテク産業や IT 企業を主な分析対象として生み出され，産業

の変化やデジタル化の進展と連動して概念が変化してきたということを踏まえれば，デジタル技術の新

しい潮流として注目されている生成 AI（ジェネレーティブ AI）の出現は，オープンイノベーションと

エコシステム概念の潮目になり得る。企業の環境適応を受け，エコシステム概念も連動し，変化すると

考えられる。生成 AIの特性上，次世代のオープンイノベーションは，「産官学市民連携」にとどまらな

い「産官学市民 AI 連携」となり，新しい価値提案起点のエコシステムにおいて，AIと共存していくに

は何が必要かという検討が求められる。実業を席巻している生成 AI と個の密な関係性を考えれば，今

後，オープンイノベーションおよびエコシステム研究は，企業間の関係性だけでなく，エコシステムの

起動因としての個と個を取り巻く研究がますます重要になると考えられる。そうした研究や経験を蓄積

することができれば，学術は，その知を持って，環境の変化への適用が求められる実業に手を差し伸べ

ることができるであろう。 
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